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不法就労問題に関する内部通達にみる労働行政の実態

申
a
野 争奇 子

はじめに一一問題の所在

2004年以降，外国人介護士の受け入れを巡り，外国人労働者問題が再議論されてきている。し

かし，不法就労に関しての議論は.r違反者」の面をメインに行われ.r労働者」の面からの議論
はほとんどなされていない。

日本政府は，外国人労働者問題への対応・策を取っている。しかし，現在日本で就労している外

国人労働者，とくに出入国管理及び難民認定法(以下入管法と略する)に基づき，強制退去の対

象となる不法就労者の人権を，どのように守るかといった視点からの具体的な対応策はほとんど

ない。

現在日本政府は基本方針(後述町)の下，警察庁，法務省，厚生労働省の三省庁による不法就

労者対策を行っている。不法就労者対策は，不法就労者摘発を目的とする面と，不法就労者の労

働者としての権利保護を目的とする面を併せ持つ対策である。しかし，警察や法務省は，不法就

労者が入管法に違反していること，不法就労者の後ろにブローカ一等の組織が潜んでいる場合が

あることから，治安維持のための不法就労防止に力を入れている。したがって，地方労働局には，

入管法第62条の通報義務の他に，厚生労働省から出されている通達によって，入国管理局(以下

入管と略する)への不法就労者に関する情報提供が義務付けられている(後述皿-1)。

不法就労問題においての労働行政の目的は労働者保護である O したがって，地方労働局には，

不法就労者の労働者としての権利保護を行うという目的と，不法就労防止という機能が併存して

いる。しかしながら不法就労者であっても，労働に従事している以上は労働者である。入管法に

反して就労を行ったとしても，それは公法的取締法違反にすぎない。

労働者としての権利保護の優先か，それとも在留の違法性のみに着眼した処遇を行うのかが，

不法就労者対策がどのような意味を持つかの鍵になる。

この問題を検討するために，まず通報と情報提供の義務と不法就労者の権利保護のどちらが優

先されているのかを明らかにしなければならなし、。さらに不法就労者の労働者としての権利保護

という目的の為には，労働行政の目的と労働行政が不法就労者対策に荷担する意義を見直す必要

がある。

本稿では，厚生労働省から出されている内部通達を情報開示請求により入手し，それらを基に，

厚生労働省及び地方労働局における不法就労者への対応の実態を明らかにする。実態を明らかに
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することで，労働行政の不法就労者対策への課題を提起したし、と思う。

なお，調査は2004年に行った。

1.日本政府の外国人労働者問題への対応と措置

1.政府の基本方針一一雇用対策基本計画

雇用対策基本計画とは，政府の雇用に関する政策全般の枠組であり，その課題，雇用の動向と

問題点，雇用対策の基本的事項を示し，政策目標と政策手段を明らかにするもので為る1)。

第6次雇用対策基本計画 (1988年)において，初めて，外国人労働者が2種類に分けて記述さ

れた。専門，技術的な能力や外国人は可能な限り受け入れる方向で対処するというものと，単純

労働者の受入れについては，諸外国の経験や労働市場を始めとする我が国の経済や社会に及ぼす

影響等にもかんがみ，十分慎重に対応する，というものである2)。

第7次雇用対策基本計画 (1992年)からは，単純労働者の受け入れを認めないということに関

しての理由が記述されている。①雇用機会の不足している高齢者等への圧迫，②労働市場にお

ける新たな二重構造の発生，③景気変動に伴う外国人労働者の失業問題，④新たな社会的費用

の負担の 4つの問題点を指摘するとともに，送出し国や外国人労働者本人にとっての影響も極め

て大きい，ということに着眼した上で，慎重に対応する，とし、う表現になっている。しかし外国

人労働者を雇うことで，雇用管理の改善や労働生産性の向上の取り組みを阻害し，産業構造の転

換等の遅れをもたらす恐れがある，と言い切れる根拠を明確にしていない。第8次 (1995年)， 

第9次雇用対策基本計画(1999年)においても，この立場がとられている3)。

2.外国人研修・技能実習制度

1980年代末，政治，経済等の場で，外国人労働者問題にどう対応していくかという議論がなさ

れた。 1991年，日本が技術移転により開発途上国における人材育成に貢献することを目指して 5

省共管4)で国際研修協力機構 nTCOが発足し， 1981年に創設された研修制度が改正された。

また， 1993年，研修生を雇用関係の下でより実践的な技術・技能等を修得することを目的とし

て，技能実習制度を創設された。

1) 雇用対策基本計画は，第 l次から 3次，第6次，第 7次が絶版等になっており，実物が手に入らな

かったため，主に次の資料を参考としている。 r1999年(平成11年)10月22日第21岡中央職業安定審議

会専門調査委員外国人雇用対策部会議事録J
2) 第1次雇用対策基本計画(1967年)においては，西欧諸国とは雇用事情が異なるということで，外国

人労働者を特に受け入れる必要はない，というものであった。以後，第3次(1976年)までこの立場が

取られていた。第4次(1979年)，第5次 (1983年)においては外国人労働者問題に触れられなかった。

3) 第9次雇用対策基本計画においては， rアジア諸国が巨大な潜在的流入圧力を有している」というこ
とへの留意や不法就労者対策への取り組みの強化など，第8次雇用対策基本計画には見られない記述が

増えている。また，雇用対策基本計画は，外国人労働者の権利保護については一切触れていない。

4) 法務，外務，厚生労働，経済産業，のちに国土交通省が参加。



September 2009 不法就労問題に関する内部通達にみる労働行政の実態 57 

外国人研修・技能実習制度は，事実上単純労働への労働力確保として合法的に外国人労働者を

受け入れる制度である5)。

研修制度は，就労の認められていない「研修」の在留資格である一方，技能実習制度は「特定

活動」の在留資格である。

研修生は実態において労働に従事していても，法律上労働者ではなL、。したがって，受け入れ

機関によって，労働の対価として賃金等が支払われた場合，支払いを受けた研修生は資格外活動

を行ったとして不法就労者となる。

また，研修生・技能実習生の失時、事件の増加している6)。外国人研修・技能実習生の失綜者は

不法就労者へと転化しているのである。

3.政府の外国人労働者への措置

政府は， I外国人の不法就労等に係る対応についてJ(1988年(昭和63年) 1月26日，基発第50

号・職発第31号)で，職業安定法，労働者派遣法，労働基準法等労働関係法令は，日本国内にお

ける労働であれば，日本人であると否と問わず，かつ不法就労であると否とを問わず適用される

ものであるとし，外国人労働者(合法か否か問わず)に対して労働関係法令の適用があることを

確認している。

日本政府は， 1989年から，外国人労働者に対して労働関係法令の適用等を確実にするために

「外国人労働者相談コーナ-Jを主要都道府県の労働局及び労働基準監督署に設置した。また，

増加し続けている外国人労働者問題に適礁に対応する必要性から，外国人労働者の雇用状況を把

握するために， I外国人雇用状況報告制度J(1993年(平成5年) 4月 1日，職発第248号)が創

設され，外国人労働者を雇用する事業主に雇用状況報告を求めた。この制度は，あくまでも外国

人労働者の雇用状況を把握するための資料とするものである。従って，不法就労の把握，不法就

労者及び事業主の摘発を目的とするものではない，とされている。また，外国人労働者に係る雇

用管理や労働条件に関するトラブルに対して「外国人労働者の雇用・労働条件に関する指針」

(1993年(平成5年) 5月26日基発第329号，職発第414号，能発第128号)を示し，事業主に対し

て，外国人労働者について労働関係法令の適用，道守を義務付けた。

一方， 1980年代後半から，警察庁，法務省，厚生労働省の三省庁協力による不法就労等外国人

対策が行われている。そのため，地方労働局には，入管法第62条の通報義務の他，通達による通

報や情報提供義務が課せられることとなった。(後述ill)

5) 研修・技能実習制度において，入国管理局は「制度本来の趣旨を理解せず，実質的な低賃金労働者と

して扱っている等の事例が見受けられJるとしている。 (W出入国管理J(2007)) 
6) 外国人研修生問題ネットワーク『まやかしの外国人研修制度J(2000年，現代人分社)の中で，研修
生の失綜事件に関する報告がなされている。
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11.不法就労者の現状

1.不法就労とは

不法就労という言葉は，平成2年の改正入管法の中で初めて定義された7)。第73条の 2第2項

は不法就労助長罪について規定しており，不法就労活動は，不法就労助長罪との関連で定義され

ている。

不法就労の不法とは，入管法に違反しているという意味である。この不法就労は，在留そのも

のは合法でありながら，就労が入管法に反する「許可を受けていない資格外活動」と，在留自体

違法なものであり，もちろん就労も認められない「違法在留・違法就労」のタイプに分けること

ができる。

「許可を受けていない資格外活動」とは，法務大臣の許可を受けずに行う就労活動の他に，許

可された制限を越えて行う就労活動である。また，資格外活動の許可要件8)に反した活動を行う

と不法就労活動となる。

「違法在留・違法就労」は，入管法第70条1項に該当する，不法入国者，不法残留者，不法上

陸者が就労活動を行うことである。不法入国，不法上陸，不法滞在となる外国人労働者は，在留

自体が認められていない。したがって，これらのものが，報酬その他の収入を伴う活動を行えば

不法就労活動となる。

2.不法就労と罰則・行政処分

1) I許可を受けていない資格外活動」

入管法第70条第1項の4号及び入管法第73条の資格外活動罪に該当する。第70条第l項4号の

専ら行っていると明らかに認められる者と第73条の行った者という行為類型の違いによって罰が

異なる。専ら行っていると明らかに認められる者とは，活動の継続性，有償性，本来の在留資格

の活動目的との関係などから総合的に判断される9)。専らと明らかにの 2つの要件に該当すれば，

第70条第l項4号に該当する者とされている。

政府は.2004年4月から，留学生の経済力の調査や留学生が受け入れ校に提出する語学力証明

7) 坂中英徳『日本の外国人政策の構造J(2001年，日本加除出版)151頁以下参照。
8) 大阪入国管理局によると，資格外活動は①現に有する在留資格に係る活動の遂行が妨げられないこ

と，②現に有する在留資格に係る活動を維持していること，①申請に係る活動が単純労働ではないこ

と，④申請に係る活動が法令で禁止されている活動，公序良俗に反する恐れのある活動，風俗営業若

しくは庖舗型風俗特殊営業が営まれている営業所において行う活動又は無庖舗型性風俗特殊営業若しく

は映像送信型風俗特殊営業に従事して行う活動，を除いて許可される。但し，留学生・就学生において

は，学費その他の必要経費を賄う目的のアルバイト活動のための資格外活動許可申請があった場合は，

上記①②④に適合しないと認められる場合を除いて許可される。留学生・就学生の単純労働は認められ

るということである。

9) 手塚和彰『外国人と法J(2001年，有斐閣)86頁以下参照「退去強制自由」。
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書の信用性の有無等の審査の措置を設置強化するなど，留学生や就学生などの在留資格の審査を

強化した10)。また， 2004年の入管法の改正において，資格外活動を行った場合の罰則が厳罰化さ

れ，在留資格取り消し制度が設置された。

2) I違法在留・違法就労J

不法入国者，不法上陸者，不法残留者は入管法第70条第1項1号から 3号の2によって罰せら

れる。また，不法入国者，不法上陸者，不法残留者は，入管法第24条の強制退去に該当する。

3.不法就労者と地方労働局

外国人労働者相談コーナーには，外国人労働者からだけでなく，外国人労働者を雇用する使用

者から相談が寄せられている。しかし，外国人労働者相談コーナーに相談を寄せる外国人労働者

は，合法就労者か不法就労者かが明確でない。

一方不法就労者は，日本語のレベルや日本での生活に関する知識の有無によって，自分たちに

労働基準関係法令が適用されるということを知らないということが考えられる。

また，地方労働局や相談コーナーには，入管や警察への通報や情報提供の義務が課せられてい

る。そのため，地方労働局からの通報や情報提供に基づいて，入管による摘発が行われるおそれ

があるということから，不法就労者は地方労働局に相談いこいくことが難しい状況にある。

111.労働行政の不法就労者への対応の実態

労働者の保護や使用者の労働基準関係法令違反に対処するために，地方労働局には下級機関と

して労働基準監督署が設置されている。外国人労働者相談コーナーにおいても，労働者からの相

談を受け，その事案に労基法違反があれば，使用者に対して指導を行い，改善がみられなければ

司法処分を行う等の対処を行っている。労働法の適正な運用や労働者の権利保護のための機関と

して，労働局や労働基準監督署が設置されているのである。

一方， 1980年代後半から警察，法務，厚生労働省の三省庁協力による不法就労者対策がとられ

ている。従って，地方労働局には，入管及び、警察への通報や情報提供の義務が課せられている。

この通報，情報提供を中心に労働行政の現状について以下みていく。なお，検討するにあたっ

て，以下引用する通達は， I外国人の不法就労等に係る対応についてJ(1988年(昭和63年) 1月

26日，基発第50号・職発第31号(以下，W88年基発等通達』と略する))以外，部内限りの通達と

いうことで，一般公開されていなかった。したがって，筆者は厚生労働省の各部署に問い合わせ，

情報開示請求を行った。

10) 共同通信2003年12月11日
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1.通報と情報提供

1) 通報義務とは

経済学論集(民際学特集) Vol. 49 No. 1 

通報義務とは，1)入管法第62条に規定されている公務員等が不法就労者や外国人に関しての

情報を入管へ通報する義務と， 2) I入管法上不法就労である外国人労働者の入管当局への情報提

供についてJ(1989年(平成元年)10月31日基発第41号(以下，W89年基発通達』と略する)の地

方労働局労働基準監督機関が行う入管への通報義務である。

ア) 入管法第62条

入管法第62条2項は「国又は地方公共団体の職員は，その職務を遂行するに当って前項の外国

人(第24条各号1に該当すると思料する)を知ったときは，その旨を通報しなければならない。」

と規定している。

入管法第62条によって，公務員である地方労働局職員には通報義務が謀せられている。

イ) rS9年基発通達J

W89年基発通達j1J)は，W88年基発等通達Jの運用に関連して，労働基準監督機関に対する申

告・相談に係る出入国管理行政機関への情報提供について一部において疑義が生じていること，

外国人労働者相談コーナーが設置されたことに伴い，これを明確にするために出されたものであ

る。

通達の中で，不法就労者ということが判明した場合，労働基準監督機関としては，本人の労働

基準関係法令上の権利の救済に努めることとし，原則として入管当局に対し通報は行わないこと

としている。しかし，その例外として「不法就労者を放置することが労働基準行政としても問題

がある場合」として

① 不法就労者に関し重大悪質な労働基準関連法令違反が認められた場合，

② 不法就労者に関し労働基準関係法令違反が認められ，司法処分又は使用停止等命令を行っ

た場合，

① 多数の不法就労者が雇用されている事業場があり，当該不法就労者について労働基準関係

法令違反が行われるおそれがある場合

の3要件をあげている。

ウ) 入管法第62条と rS9年基発通達』との違い

入管法第62条の通報義務は，入管法第24条の強制退去事由に該当するものを対象としている。

一方， r89年基発通達』の通報義務は，不法就労者に関して重大悪質な労働基準関係法令違反が

認められる」等の 3要件に該当する場合を対象としている。 r89年基発通達Jから， 3要件に該

当しない場合は不法就労者であっても通報しなくてよいということになる。

11) この通達は部内限りのものである。筆者は， 2004年7月23日に厚生労働省労働基準局監督諜に確認し

たところ，一般公開されていないだけでなく，情報開示請求しても開示されないだろう，と示唆を受け

た。しかし，筆者は情報開示請求することにした。同年11月19日に情報開示請求し， 12月21日に開示決

定を受けた。よほど開示したくないものであったのか，後述する通達等を開示請求したときよりも，開

示決定を受けるまでの時聞を要した。
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2) 情報提供義務とは

情報提供義務とは， 1)上記の W88年基発等通達』と2)r職業安定行政における外国人労働者
問題への対応についてJ(1990年(平成2年) 6月1日 職発第264号(以下， r90年職発通達』

と略する))通達に基づき，職業安定機関が不法滞在や資格外活動等の不法就労にあたる事案を

承知した場合に，必要に応じて入管に情報提供する義務である。

ア) faa年基発等通達』

r88年基発等通達』は， r労働関係法令違反がある場合の対処」として，その①及び②で，資

格外活動，不法残留等入管法違反に当たると思われる事案を承知した場合には，本来の行政目的

に十分留意しつつ，必要に応じ，出入国管理行政機関に情報提供するなど適切な対処に努めるこ

と，を指示している。その③は，出入国管理行政機関への情報提供は，職業安定機関でとりまと

めの上行う，として地方労働局の職業安定機関に情報提供義務を課している。

イ) r90年職発通達』

r90年職発通達.112)は1989年(平成元年) 7月25日職発第389号として出された通達が， 1990 

年(平成2年)に改正されたものである。 1989年の職発通達より ，W90年職発通達』は内容が多

くなり，情報提供についても細かく指示されている。厚生労働省職業安定局外国人雇用対策課に

よれば，地方労働局において，現在この通達を基にした対応がとられているということである。

W90年職発通達』は，職業安定行政の具体的対応として，①外国人労働者問題に関する事業

主への指導等，②外国人求職者等に対する適切な対応，③不法就労に係る実効ある対処，を柱

として進めていくこととしている。その中の①では，不法就労の疑いのある事案に接した場合に，

職業安定行政上も問題のある事案について出入国管理行政機関及び都道府県警察への情報提供を

行うこととする，としている。そして，出入国管理行政機関等への情報提供として，事実関係が

把握された個別の事案について，外国人の不法就労の疑いが明らかになった場合等で職業安定行

政遂行上も問題のある事案であって A，事業主が不法就労に関し労働関係法令に違反し又はそ

の疑いがある場合 B，労働市場の適正な機能に悪影響を及ぼすおそれのある場合， C， A及び

Bのほか，職業安定行政の観点から不法就労を解消することが必要である場合には出入国管理行

政機関に，事業主が不法就労者に関し労働関係法令に違反している場合又はBの場合には都道府

県警察に，それぞれの旨情報提供することを指示している。

3) 通報と情報提供との違い

ア) 入国管理局の解釈

通報も情報提供も，地方労働局から入管 (r90年職発通達』においては都道府県警察も含む)

に対して行う義務である。入管は，通報と情報提供をどのように解釈しているのだろうか。

大阪入国管理局に問い合わせてみると13) 入管法第62条によって公務員には通報義務があるこ

12) 90年職発通達は，一般に公開されていなかったことから， 2004年11月13日に情報開示請求し， 11月22

日に開示決定を受けた。部内限りの通達である。

13) 2004年11月22日に大阪入国管理局に問い合わせた。
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とから， I情報提供も通報の一種である」ということであり， I通報と情報提供には違いはない」

という回答であった。入管側からすると，通報も情報提供も同ーのものとして扱われている。

イ) r89年基発通達』と情報提供を指示する通達との遠い

W89年基発通達Jは，原則通報しないということの例外として，通報する場合の 3要件を指示

している。一方，情報提供を指示する通達は，原則通報しないということに基づいて情報提供す

る場合が指示されているのではなく，通報するかどうかを職業安定機関の必要に応じてという判

断によって行うとしている。

ウ) 入管法第62条の通報と通達上の情報提供の違い

入管法上の通報義務と情報提供の違いは，入管法第62条が一般公務員に対して通報義務を課し

ているのに対し，通達は職業安定機関に対して情報提供義務を課している。

内容の違いにおいては，通報義務が入管法第24条の強制退去事由に該当するものを通報の対象

としているのに対し，情報提供は入管法第24条に該当するものの他，事業主が不法就労者を雇用

していると思われる事案等においても情報提供の対象としている。情報提供のほうが，通報より

も対象となる範囲が広い。

4) 小括

以上通達の内容を検討してきたが，地方労働局による入管への通報と情報提供は，どちらも不

法就労者に係る情報を入管に提供するものである。その情報を基に，入管は不法就労者の摘発や

不法就労者の就労している事業場等を捜査するなどの対処を行う。したがって，通報も情報提供

ι結果的にはどちらも入管による不法就労者の摘発に繋がるものである。

2.通報，情報提供の実態

通達の内容において多くの不明な点がある。

W89年基発通達』の労働基準監督機関に課せられた通報義務の内容において，通報する要件と

して 3要件挙げられているが，①の重大悪質な労働基準関係法令違反とは具体的にどのような場

合をいうのか。②の司法処分とは具体的にどのようなことを行うのか。司法処分として，労基法

違反に対して強制捜査を含む適確な捜査を実施し，送検することにより，事業責任者の刑事責任

を厳しく追及するというようなことを行っているのであろうか。司法処分や使用停止命令を行え

ば，通報しなければならないのか。①の労働基準関係法令違反が行われるおそれがある場合とは

具体的にどのような場合なのか。

W88年基発等通達』において，①の 2に「入管法違反に当たると思われる事案を承知した場合

には……必要に応じ，出入国管理行政機関に情報提供する」とあるが，入管法違反に当たると思

えば入管に情報提供するのだろうか。また，必要に応じとはどういう必要があるのか。①の3に

「情報提供は職業安定機関で取りまとめの上行うものとすること」としているが，取りまとめと

は具体的にどのようなものなのだろうか。

W90年職発通達』において， I職業安定行政上も問題のある事案について出入国管理行政機関
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及び都道府県警察への情報提供を行うこと」とあるが，職業安定行政上も問題がある事案とはど

のような事案をいうのか。

元入国管理局職員であった坂中英徳氏の記述によれば，情報提供に関して， I職業安定機関は，

事業主が不法就労の疑いのある外国人を雇用していることが明らかになった場合等において，職

業安定行政遂行上不法就労を解消させる必要が認められるときであって，無許可，無届で労働者

派遣事業を行っている悪質ブローカ一等に限って，地方入国管理局にその旨を情報提供する扱い

となっている。」としている 14)。このような解釈に基づいて，地方労働局は実際に通達を運用し，

情報提供を行っているのだろうか。

r89年基発通達Jや r88年基発等通達』等に従えば，不法就労者の使用者が，労働基準関係法

令について悪質な違反行為を行っている場合に，通報や情報提供を行うこととなっている。不法

就労者の労働者としての権利が重大な侵害を受けている場合である。こういった状態は，労働基

準監督機関がもっとも労働者の保護を行わなければならない場合である。にもかかわらず，通達

に従えば，労働者としての権利保護を行わなければならない場合ほど，入管法違反としての通報

や情報提供が行われる可能性があるということである。

労働基準機関によって指導等の処分の対象となるのは使用者側である。不法就労が関与してい

るということだけで，入管とは関係のない労働基準関係法令違反の場合を，あえて通報や情報提

供の対象とする意味は何なのだろうか。

通報や情報提供の要件は，具体的にどのような場合かはっきりしない。暖昧な表現がなされて

いる通達は，実際に地方労働局でどのように運用されているのか。

上記通達等が一般公開されていないということからも，労働行政における不法就労者対策の内

容等は明らかではなし、。したがって，実態を知る方法として，筆者は，労働行政機関(厚生労働

省労働基準監督課，厚生労働省職業安定局外国人雇用対策課，東京労働局労働基準部監督課，東

京労働局職業安定部職業対策課，大阪労働局職業安定部職業対策課，兵庫労働局職業安定部職業

対策課)に対して，情報開示請求資料に基づく電話による聞き取り調査を行った。

厚生労働省の労働基準局監督課では， r89年基発通達Jの内容において「明確に答えられない」

という理由で，通達の内容や運用状況が明らかにならなかった。また，通報や情報提供に関する

「具体的情報がない」といいながら， I不法就労者の権利保護は確実に行っている」という回答を

するといった，回答自体に矛盾が現れていた。

職業安定局外国人雇用対策課では，外国人労働者に関する情報のとりまとめを行っている機関

でありながら，W89年基発通達』の保管もなく内容自体を知らないとL、う状態であり，また，W88 

年基発等通達』や r90年職発通達』の内容においても明確に回答できなかった。

どちらも「不法就労者の権利保護は行っている」ということは断言していたが，その根拠を明

らかにしなかった。

また，どの労働局職業対策課においても r89年基発通達』の保管がなかった。

14) 坂中英徳『日本の外国人政策の構想J(2001年， 日本加除出版)152頁以下参照。
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聞き取りの中で明らかになったことを以下整理してみる。

1) 通報や情報提供の流れ
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3つの労働局職業対策課では，W88年基発等通達j，W90年職発通達』に基づいた対応がとられ

ていた。同様に，個人情報を守る義務(職安法第51条)が重視されているとのことである。

W88年基発等通達』で指示されているとおり，厚生労働省においても，地方労働局においても，

不法就労者に関する通報と情報提供の取りまとめは，すべて職業安定局や職業安定部等の職業安

定機関が行うこととなっていることが明らかになった。

しかし，W89年基発通達』や入管法第62条が機能していないわけではない。 r89年基発通達』ゃ

入管法第62条等によって労働基準部監督課に通報義務が課されていたとしても，労働基準部監督

課自身が通報を行うことはなく，とりあえず職業安定機関へ不法就労者の情報を提供する，とい

う流れになっている。職業安定機関の裁量によって入管へ通報や情報提供が行われることとなっ

ているのである。

2) 具体的基準のない情報提供

地方労働局において，実際に情報提供する際の明確な具体的基準がないということが明らかに

なった。具体的基準がないにもかかわらず，実際に通報や情報提供するとすればどのような事案

の場合にするのか。また，不法就労者かどうかどのように判断しているのか。

不法就労者であるかどうかをどのように判断するのかについては，どの労働局職業対策課も，

自ら「不法就労者だ」と告げる不法就労者もいれば，職業安定機関が事案を見て不法就労者くさ

いと判断する場合がある， ということであった。

具体的基準がないとする地方労働局において，情報提供する場合については，個人情報を守る

義務(職安法第51条)から事案に個別に対応する中で①入管法に違反する場合，②犯罪のお

それがある場合に，その時の状況によって入管及び、警察へ情報提供するということであった。

即時に通報しないとしながらも情報提供する際の要件がある。即時に通報しなくとも情報提供

することはあるということである。

また，具体的基準はないとしながらも，入管法違反や犯罪のおそれがある場合とは情報提供を

行うある基準となっていると考えられる。入管法に違反する場合であれば，通達や入管法第62条

で指示されている通報と情報提供を行う際の要件に該当する。不法就労者と知りながら通報や情

報提供を行った具体的事例がない，ということは，実態において通達や入管法第62条の義務に反

した対応を行っている一方で，労働者の情報を保護した対応をとっているということになる。

3) 外国人雇用状況報告制度

外国人雇用状況報告において，不法就労者を雇っているなどの事案が明らかになった場合にど

のような対応しているのか，という質問に対して，どの地方労働局も通報しないとのことであっ

た。外国人雇用状況報告が，不法就労者摘発目的に設置されたものでない以上，入管へは情報提

供はせず，不法就労者を雇っている事業主に対して不法就労者を解消するよう指導を行うとのこ

とであった。
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4) 通報，情報提供の観点(職員の立場から)

厚生労働省職業安定局外国人雇用対策課のA職員によれば15) 職業安定部には不法就労者摘発

や取締りの権限はなく，業務上知りえた不法就労者の情報を入管や警察に提供しているに過ぎ

ない，とのことである。通報というよりも，あくまでも情報提供するにすぎないということであ

る。

大阪労働局職業対策課や兵庫労働局職業対策課では16) 職業対策課は職業安定行政であるから，

不法就労者の取り締まりや調査の権限はない。実際に通報する場合においても，労働力需給の調

整という目的の実現のために，入管に協力を得る形で情報提供を行う。通報という概念ではなく

あくまでも情報提供であるという。通報は不法就労者の取り締まりや摘発を要請するものであっ

て，情報提供は，取り締まりや摘発を行うかどうかは入管次第，ということである。

5) 小括

実際に地方労働局は相談を受けるわけであるが，不法就労者か合法就労者かの件数等を取って

いない。しかし，事案によっては不法就労者であるかどうかわかるものである。

しかし 3つの労働局職業対策課において，実際に通報や情報提供した「具体的事例自体はな

い」としていることからすると，地方労働局は，不法就労者だと分かつても通報や情報提供を

行っていないということである。地方労働局職員がいうように労働者の保護が優先して行われて

いるということであれば，地方労働局においては，労働者の保護という目的を最優先しており，

不法就労者であっても通報や情報提供される可能性は低いということである。

一方，入管法第62条の通報義務の不履行にあたるc

地方労働局の労働者保護優先の一貫した対応が維持され続けるのであれば，地方労働局に通報

や情報提供を義務付けても，その義務が履行される可能性は低いといえよう。しかし，取り締ま

りや摘発の判断を入管に委ねる情報提供ι結果的には，入管による不法就労者の取り締まりや
摘発に繋がるものである。従って，通報も情報提供も，不法就労者にとっては閉じものである。

地方労働局に通報と情報提供の義務が謀せられている以上，不法就労者が足を運びにくい現状

を生んでいる。これは，労働行政の労働者保護という目的に反しているといわざるを得ない。

IV.明るみに出た通報基準

聞き取りを行う中で，ある職員の情報から，通報や情報提供を行う際の地方労働局の別の基準

の存在が明らかになった。これは一般公開していないだけでなく，厚生労働省及び地方労働局の

中でも周知されてはいないものである。

通達の正式名称、は『警察庁，法務省及び厚生労働省の三省庁による「不法就労等外国人対策に

係る具体的施策について」の策定についてJ(以下.r三省庁通達』と略する)というものである。

15) 2004年11月26日に行った聞き取り調査の中でのコメント。

16) 労働局職業安定部職員によるコメントであるが.r職業安定部の立場Jからこのように明記した。
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法務省，厚生労働省の両方に情報開示請求することにした17)。

法務省からは『三省庁通達』のみであったが，厚生労働省からは『三省庁通達Jだけでなく，

「不法就労等外国人労働者問題地方協議会設置要綱」とL、う資料が添付してあった。『三省庁通

達』の内容は，法務省からの通達も厚生労働省からの通達も同様のものであった18)。

1. r三省庁通達』
『三省庁通達』は1992年(平成4)年から毎年発行されているものである。これは1992年から

毎年行われている，警察・法務・厚生労働三省庁による局長連絡会議において「不法就労等外国

人対策について」の基本合意が図られたところ，不法就労等外国人対策をより強力に推進してい

くために毎年開催される不法就労等外国人対策協議会においてまとめられたものである19)。なお，

「不法就労等外国人対策についてJ(以下， r基本合意Jと略し， 2004年3月11日にまとめられた

『基本合意Jを引用する)は，一般公開されている。

『基本合意Jは，警察庁，法務省及び厚生労働省の三省庁は，より一層の連携強化を図ること

とし，悪質・巧妙化する不法滞在・不法就労外国人対策への取組みを強力に推進していくものと

する，として

① 不法就労外国人及び悪質なブローカー・雇用主等に関する緊密な情報交換，

②事業主団体等に対する行政指導及び啓発活動の強化，

① 就労資格を有する外国人による資格外活動の防止対策の強化，

④ 悪質な不法滞在・不法就労事犯等に対する取締り等の強化，

⑤ 不法就労防止に向けた国内及び海外広報の積極的実施，

を柱としている。これらを具体化しさらに強力にした内容のものが『三省庁通達』である。

2004年度の通達(以下， r04年三省庁通達』と略する)は，労働基準局の監督課長，職業安定

局の外国人雇用対策課長によって，それぞれ基発第0607001号，職外発第0607001号として通達が

出されている。

一方， 1999年度の通達(以下， r99年三省庁通達』と略する)は，労働省職業安定局外国人雇

用対策課長によって，職外発第9号として出されている。 r99年三省庁通達』が職業安定機関か

らだされているということから，外国人労働者の措置等に関しての権限を有しているのは，職業

安定機関ということになる。

通達を通してみてみると，不法就労者対策は年々体制化され，強化されてきている。

17) 法務省には， 2004年8月6日，厚生労働省には， 8月12日に情報開示請求を行った。
18) 開示請求するに当たって，三省庁協力ということであるにも関らず，法務省に確認をしなければなら

なく，それは三省庁の中でも，厚生労働省は影響力のある機関ではないということである。

19) 開示できた通達は，厚生労働省においては， 1999年度のものから2004年度のものである。



September 2009 不法就労問題に関する内部通達にみる労働行政の実態 67 

2. r三省庁通達Jの内容
『三省庁通達.1 (以下，最新の通達である r04年三省庁通達.1)では，本省レベルによる情報交

換，地方レベルによる情報交換についてそれぞれ規定されているが，地方レベルによる情報交換

において，都道府県警察，地方入国管理局及び都道府県労働局は，より緊密な情報交換の促進が

指示されている。また，都道府県労働局は，当該合同摘発に係る事業主において労働基準関係法

令違反が認められ強制捜査等を実施する際には，事案に応じ，都道府県警及び地方入国管理局と

の連携を図ることとするなど取り締まり体制の連携・強化を推進する，と指示されている。

本省レベルにおいては，警察庁は，不法入国あっせん組織，不法滞在を助長する事犯の徹底取

締りを強化するとしている。入管は，悪質なブローカー・雇用主及び不法就労者の警察に対する

告発・通報の強化として，警察への協力に重点が置いている。厚生労働省は両機関との連携が指

示されている。

しかし，通達は不法就労者の権利保護については一切触れていなし、。したがって，不法就労等

外国人対策は，犯罪防止を目的とするものであり，不法就労者保護を目的とするものではない。

通達の具体的施策における情報交換とは具体的にどういうものであるのか。また「労働基準関係

法令違反が認められ強制捜査等を実施する際」とは具体的にどのような場合なのか。地方労働局

の入管や警察との連携が「強制捜査等を実施する際jに限定されていると解釈すると，労働基準

関係法令違反が認められ強制捜査等を実施する以外，入管や警察に通報や情報提供しなくてもよ

い，ということなのであろうか。それとも某労働局某職員のいうように「どのような場合でも，

労働基準関係法令違反があれば入管に通報，情報提供する」ということなのであろうか。

筆者は， r04年三省庁通達』に基づいて，外国人労働者についての情報等の取りまとめを行っ

ている厚生労働省職業安定局外国人雇用対策課のA職員， B職員に直接問い合わせてみた。なお

問い合わせ方法は電話での聞き取りで， 2004年11月26日， 2005年1月12日に行った。以下，調査

の中で明らかになった点を取り上げる。

1) I不法就労等外国人及び悪質なブローカー・雇用主等に関する緊密な情報交換J

A職員によると，三省庁協力となっているが，メインは法務省であり，主に法務省と警察庁が

連携した形となっている，ということである。

地方レベルの情報交換は，入管が中心となって行われる地区の協議会において，警察，入管，

地方労働局の意見交換や情報提供が行われることとなっている。ここで交換されたり提供された

りする情報とは， I地方労働局の労働基準部や職業安定部においてそれぞれ業務上知りえた不法

就労に関する情報Jということである。例えば， I不法就労者が働いていたJ，rどこの事業所が
不法就労者を雇っているかj等である。

この情報交換とは，W88年基発等通達J等の情報提供と同様のものなのであろうか。 W88年基発

等通達J等の情報提供と平行して， r04年三省庁通達』の情報交換が義務付けられているという

ことなのであろうか。

B職員によると，W04年三省庁通達Jで指示されている情報交換とは， r88年基発等通達Jや
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r90年職発通達』によって指示されている情報提供ということである。 rw三省庁通達』は，ベー

スとなるものであって，大まかな情報提供の指示をするものである。 W88年基発等通達』等は，

明確な情報提供の指示をするものである」という。しかし， W三省庁通達Jは1992年から出され

ている。これがベースであるとすると，W88年基発等通達』より後に出されているということか

らつじつまが合わなし、。 B職員によると， r92年に三省庁協力による不法就労等外国人対策は体

制化された。しかし， 88年当時も三省庁の連携があったことから，ベースとなる体制はできてい

た。従って，大まかなものとして指示する『三省庁通達』がでても，明確な指示をする r88年基

発等通達Jや r90年職発通達』に基づいた対応がとられている」ということであった。

実際に入管へ情報提供を行っている労働局もあることが明らかになった。 B職員によると，地

方労働局からの情報提供の実施件数がある， ということである。筆者が聞き取り調査を行った大

きな入管のある都道府県の労働局よりも，地方の労働局の方が入管への情報提供を行っているよ

うである。ただし，情報提供の件数は， 1990年頃をピークに一気に減少しているということであ

る。 B職員は，その原因は労働行政と入管及び警察との連携のあり方にあるという。「労働行政

機関の業務は，労働関係法令違反の是正であり，本来の業務に付随して，知り得た不法就労に関

する情報を入管及び警察に提供することは，それなりに負担が大きいものである。しかし，情報

提供をしても，入管及び警察から，その情報に基づいて摘発や捜査を行ったというような報告が

なく，どのようになったのか分からなし、。従って，現場において，情報提供の有用性に疑問が持

たれてしまうことは否定できず，少なくとも減少の一因となっている」ということであった。

また，労働行政において，労働者保護を優先するといった動きが出てきている，ということで

ある。また，法務省と情報提供の強化に関する協議が現在行われていることから，今後地方労働

局から入管及び‘警察への情報提供の件数は増加するだろう，ということであった。

2) r労働基準関係法令違反が認められ強制捜査等を実施する際」
A職員によると， r厚生労働省は労働者の保護を目的としており，地方労働局によって労働基
準関係法令違反に対しての措置(強制捜査等)が行われている。しかし，労働基準監督機関によ

る強制捜査が行われることは現在では多くはなしづということである。

地方労働局は違反があれば，第一段階として指導を行い，指導に従わない，是正がない，と

いった場合に，第2段階として捜査を行うこととなっている。 A職員によると，現在においては，

指導の時点で問題が解決されており捜査を行うまでもない，とのことであった。従って，強制捜

査はあまり行っていないとのことであった。

それでは，強制捜査を行わない場合であれば，入管及び警察と連携しなくてよいということな

のだろうか。 A職員によると，指導後改善がなければ状況に応じて入管や警察に情報提供を行う，

という。地方労働局には，入管法違反に対しての強制捜査の権限はないことから，入管や警察に

情報提供を行って強制捜査を行うということであった。

地方労働局自身が持つ労働基準関係法令違反に対する強制捜査と通達の強制捜査とは別物なの

であろうか。 A職員は， r労働局からの情報提供によって入管や警察による強制捜査は行われて
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いる」とL、う。年間に何件かあるが，個人情報守秘ということから警祭や入管が公開しているも

の以外教えられないということであった。

B職員によると， w三省庁通達Jは，強制捜査を実施する際の入管及び警察との連携を指示し

ているが，厚生労働省としては，労働局主体の強制捜査に入管及び警察が介入すると，不法就労

者の労働者としての権利保護を十分に行うことができない。労働行政の労働者保護の目的に反し

てしまう。従って，指導を行うことで，不法就労者の労働者としての権利保護を確実に行い，労

働行政の目的は果たす，ということであった。しかし，不法就労者の労働者保護を行った後，入

管法違反ということで不法就労者の情報を入管及び警察に提供することはある，ということであ

る。ただし，不法就労者であっても，すべての不法就労者が入管及び警察主体の強制捜査によっ

て摘発されるわけではない，ということである。

入管及び警察主体の強制捜査を実施するかどうかを判断するものとして，三省庁による緊密な

情報交換を行うということである。

3.労働基準局長発通達

厚生労働省労働基準局長が出した通達がある。これは「不法就労外国人を雇用する事業主に対ー

する労働基準関係法令違反にかかる強制捜査等における都道府県警察および地方入国管理局との

連携についてJ(1999年(平成11年)12月24日基発第738号(以下 W99年基発通達』と略す))と

いう部内限りの通達である20)。

W99年基発通達』は，W99年三省庁通達』の内容をより具体化したものであり，W99年三省庁通

達Jの「悪質な不法滞在・不法就労事犯等に対する取締り等の強化Jについて，労働基準監督機

関においての具体的な実施事項を規定している。その中で，強制捜査等を行う場合に，必要に応

じ，警察機関等との連携を図るものとして，

① 不法就労外国人の就労に関し，労働基準関係法令違反が認められ司法処分とする事案，

② 多数の不法就労外国人を雇用している事業場において，労働基準関係法令違反が認められ

司法処分とする事案(①の事案を除く)

としている。具体的方法として

① 労働基準監督機関から警察機関等に対して連携を要請する場合，当該事業場を管轄する警

察機関等に対し，事案の概要，不法就労外国人の人数等の情報及び強制捜査の計画等の情報

を提供した上で，具体的内容について協議を行い，必要な連携を図ること，

② 労働基準監督機関に対して警察機関等から連携を要請された場合，警察機関等からその実

施する合同摘発と労働基準監督機関による強制捜査等との連携を要請された場合には，警察

機関等から，事案の概要，不法就労外国人の人数等の情報及び合同摘発の計画等の情報の提

供を受け，当該事案が連携の対象事案であることを確認した場合には，具体的内容について

20) 入手したのは W99年基発通達』であったが，おそらく『三省庁通達』とともに1992年度から出されて

いるものであると推定される。
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W99年基発通達』において， i労働基準関係法令違反が認められ，強制捜査が行われる際」の

地方労働局の入管及び警察との連携が指示されているが，厚生労働省労働基準局監督課において

の解釈はどのようなものなのであろうか。筆者は，W04年三省庁通達』の聞き取りの結果を踏ま

えて，厚生労働省労働基準局監督課に問い合わせてみた。なお調査方法は電話での聞き取りで，

2004年11月29日に行った。

1) 強制捜査について

監督課C職員によると，W04年三省庁通達Jや W99年基発通達Jの強制捜査とは，労働基準関

係法令違反に対する労働局による強制捜査と，入管法違反に対しての入管や警察による強制捜査

の2つが含まれている，ということであった。しかし，労働基準関係法令違反と，入管法違反に

対しての入管や警察による強制捜査とどのような関係があるのだろうか。上記具体的方法の②の

警察機関等から，労働基準監督機関による強制捜査等との連携を要請された場合のことなのであ

ろうか。この点について， c職員は「答えられなし、Jという回答であった。
また，筆者はC職員に対して，入管や警察による強制捜査とは，職業安定局外国人雇用対策課

A職員のいう「地方労働局からの情報提供によって行われる入管や警察主体の強制捜査というこ

となのか」と質問したが， i答えられなし、」という回答であった。

労働基準監督機関は，労働基準関係法令違反に対して司法警察権を行使する権限を有している。

C職員によると「事案によっては，第一段階から強制捜査を行うこともありえる。労働基準監督

機関による強制捜査が行われる上で，労働状態において入管法に反していると見られるときに，

入管や警察に情報を提供するJとのことであった。

2) 実際に通達の内容に沿って強制捜査が行われたことがあるのか

監督課C職員によるとこの質問について「答えられなしづとのことであった。

実際に地方労働局によって労働基準関係法令違反が認められ，強制捜査が行われる場合とは現

在ではまれである。 2003年度の実績評価書2])によれば，総合的な司法処理件数は1399件であっ

た。しかし，実績評価書からは内訳が明らかでない。 C職員によると，不法就労者に関する事案

かどうかは明らかではないということであるが，例えば，労基法第3条に対して司法処分を行っ

たのは3件であり，そのうち強制捜査を行ったものは 1件ということであった。このような状況

から，労働局主体の強制捜査を行う際の入管及び警察との連携は，頻繁に行われているわけでは

ない。

4.小括

厚生労働省に対しての聞き取り調査の結果，監督課においては「答えられなし、」という回答が

21) 厚生労働省 http://www.mhlw.go・jp/wp/seisaku/jigyou/03jisseki/3.1-l.html 2003年実績評価書

司法処分の件数等統計がまとめられている。なお，本稿調査時資料のため2003年を引用。
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多く，質問をはぐらかされてしまった。一方，外国人雇用対策課においては，内部事情を得るこ

とができた。以下，百の内部通達についての調査で明らかになった点を整理する。

1) 通達においての情報交換とは， r88年基発等通達』と r90年職発通達』において，労働局

に義務付けられている情報提供のことであり，地方労働局が入管及び警察に情報提供を行う

ことで，三省庁聞においての密接な情報交換が行われるということである。

2) 通達においての強制捜査とは，厚生労働省の解釈においては，地方労働局主体の労働基準

関係法令違反に対しての強制捜査と，不法就労者摘発といった入管や警察主体の強制捜査の

二つがある。職業安定局外国人雇用対策課のA職員によれば，現在，労働局主体の強制捜査

が行われることはほとんどなく，地方労働局からの情報提供による入管及び警察主体の強制

捜査が中心に行われているということであった。

しかし， r04年三省庁通達』ゃ r99年基発通達』は，通達が「労働基準関係法令違反が認

められ，強制捜査を実施する際」と指示していることから，もともと労働局主体の強制捜査

を行う際の入管や警察との連携を指示したものではないのか。それが労働局主体の強制捜査

と入管や警察主体の強制捜査の二つを含むものと解釈され，そして，実態においては地方労

働局からの情報提供によって入管及び警察主体の強制捜査が行われている。

3) 労働局主体の強制捜査は，労働者の権利救済の役割を持つ。通達は，強制捜査を行う場合

を，あえて入管や警察と連携することと指示している。また， r04年三省庁通達』も r99年

基発通達Jも，不法就労者の労働者としての権利保護について一切触れていない。従って，

通達からみる労働行政は，不法就労者の労働者としての権利保護よりも入管及び警察との連

携に重点をおいているといわざるを得ない。

4) r04年三省庁通達Jや r99年基発通達』は一般公開されておらず，強制捜査が実施される

基準等が公ではない。

外国人雇用対策課B職員によれば，労働局主体，入管及び警察主体，どちらが主体となっ

ても，強制捜査を実施するかどうかは状況によって判断するということである。したがって，

強制捜査等を実施するような状態におかれている不法就労者は，地方労働局に相談しに行け

ば，労働局主体の強制捜査であっても，入管や警察との連携から入管法違反として摘発され

る可能性があるということである。

おわりに

当該調査の中，現在では地方労働局から入管へ情報提供が実施されることは減少しているとい

うことが明らかになった。しかし，地方労働局と入管及び警察との連携はより綿密化されてきて

いる。

通達を出しているのは厚生労働省である。通達が裁量による情報提供を指示しているというこ

とから，厚生労働省は，地方労働局に対して積極的に通報や情報提供を行うよう指示しているの
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ではない。あくまでも，入管及び警察との関係から，建前的に通報や情報提供を指示していると

いえよう。しかし，建前的な義務を地方労働局に指示しているということ自体が，不法就労者の

労働者保護の実態を見えなくしている原因のーっといわざるを得なし、。

また，不法就労者の立場からすれば，通達とL寸法的拘束力のないものによって，強制退去に

なるかどうかが決まる。労働局の職員の裁量判断によって，個人の在留状態が左右されてしまう

不法就労者対策の在り方は，労働行政の本来の目的に沿っているとはいえない。

さらに，基発通達であるにもかかわらず，不法就労者の労働者としての権利保護について一切

触れていない。通達からみえる労働行政は，犯罪防止に目的を置き，本来の目的である労働者保

護という部分がみえてこない。厚生労働省自体の労働者保護の概念がずれている。

そもそも，労働行政が， r不法就労等外国人対策Jに荷担する必要があるのだろうか。
厚生労働省の職業安定局外国人雇用対策課のA職員は22) r労働者保護の上で不法就労等外国
人対策に協力しているに過ぎなし、」とのことであった。

同省職業安定局外国人雇用対策課のB職員は23) r労働行政としては，不法就労者保護という
観点から，不法就労者に関する労働基準関係法令違反や，不法就労者を雇うことをとめる必要が

ある。」ということであった。

厚生労働省労働基準局監督課のC職員は24) r労働関係法令違反という面に対しては，労働局
は適確に対処しており，対処する上で入管法違反が見られるときに，入管や警察に情報提供して

いるに過ぎない。」とのことであった。

要するに，労働行政は，不法就労防止という目的から不法就労者対策から手を引くということ

ができないということである。しかし，そうし、う状態であるからこそ，労働行政は，労働者保護

を中心に労働者保護と通報・情報提供のバランスをとる必要があろう O

法に基づき出入国が管理されている以上， r不法就労」がなくなるということは難しい。しか
し，合法に滞在するものであれ不法に滞在する者であれ，労働に従事している限り同じ労働者で

ある。どのような在留状態にあっても，労働者としての権利保護を行うことが労働行政の目的で

ある。

今一度，労働基準法3条や104条の文言に立ち戻り，何のために労働基準関係機関があるのか

を考え直さなければならなし、。

不法就労者であっても「労働者」であることを忘れてはならないのである。

(受付 2008年11月25日)

22) 電話での聞き取り。 2004年11月26日に行った。

23) 電話での聞き取り。 2005年1月12日に行った。

24) 電話での聞き取り。 2004年11月29日に行った。


